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工n 七hisstudy， firstly the present situation of 
Japanese aging socie七y is s七udiedand the relation-
ship be七weenthe rate of七heaged and regional 
structure index is discussed. Secondly estimation 
of the aged in Fukui prefec七ureis carried out 
and the da七afor residential pa七ternof the aged 
in Fukui City is sumrnarized. 1n addition papers 
of the aging society are reviewed and some problems 


























































最初に，高齢者人口の生産年齢人口に対する比率を示す老年人口指数(( 65歳以上人口)+ ( 15
-64歳入口))についてみると，昭和35年 8.9%，昭和45年 10.2%，昭和55年 13.4%と増加し，今
後も昭和65年 16.6%，昭和75年 23.3%と増加を続け，昭和95年にはお.5%に達すると予測されてい
るO つぎに，人口の年齢構成の高齢化を示す老年化指数(( 65歳以上人口)+ ( 0-14歳入口)) 
についてみると，昭和35年 19.1%，昭和45年 29.5%，昭和55年 38.4%と増加し，今後も昭和65年
63.5 %，昭和75年 88.4%と増加を統付，昭和85年にはついに 102.6%と年少人口より高齢者人口が
上回ると予測されている O
また，高齢者内部の人口構成についてみると，後期高齢者(75歳以上)の増加が特徴としてあげ
られる O 後期高齢者の全高齢者に対する比率は昭和35年30.4%，昭和45年 30.2%，昭和55年 35.4% 























われるスウェーデン・イギリスでもそれぞれ 1990年の 16.1%， 1980年の 14.1%をピークに高齢
者人口率は下降し始めるとされているが，わが圃では 2045年の 2.1%がピークと予測されている。
第 2に，人口の高齢化の速度が速いことがあげられる O わが国の場合， 1950年から 1978年まで






















第 lに，高齢化の進展を農村地域と都市地域にわけでみることにする O まず，農村地域では，比
較的高齢化の進展が速いといえる O 長年にわたる若年層の離村や農業から他産業への流出等による
人口構成の高齢化がみられる O 昭和55年の全国の高齢者人口率は 9.1 %であるのに対して，農村地
域は 15.6~らである O また，昭和45-50年の人口動態をみると， 0 -14歳人口が 20.7 %， 1 5 -64歳入
口が 6.9%減少しているのに対して， 65歳以上人口は 9.8%の増加である O それと向時に，高齢化








京都で 3.8%，最高の高知県では 8.5%とその差は 4.7%であったものが，昭和55年には最低の埼
玉県 6.2%，最高の島根県 13.7%と 7.5%のひらきが生じている O 以下，昭和55年の高齢者人口率
が高い地域は，高知県(13.1 % ) ，鳥取県( 12.3 % )で，低い地域は神奈川県(6. 4 % ) ，千葉県
( 7.O. % )であるO
第 3に，市町村別に高齢化の進展をみると，市・町・村と地方公共団体の規模が編少するのにと
もなって高齢化は進展し，都道府県闘の格差もひらく O 総理府の資料3)によれば，昭和50年に市部
で老年化指数の高い地域は高知県(47.0 % ) ，島根県(45.8 % ) ，山形県(42.6 % )で，低い地域
























男 女 計 男 女 言f 男 女 計
北海道 3.9 4.5 4.2 5.4 6.1 5.8 7.4 8.8 8.1 
青森県 3.9 5.1 4.5 5.6 7.0 6.3 7.6 10.0 8.8 
岩手県 4.8 5.7 5.3 6.7 7.9 7.3 8.8 11.2 10.1 
宮城県 4.9 6.0 5.5 6.1 7.7 6.9 7.4 9.9 8.7 
秋 田 県 4.1 5.1 4.6 6.5 8.1 7.2 9.1 11.8 10.5 I 
山形県 5.0 6.5 5.8 7.5 9.5 8.5 10.0 13.3 11.7 
福島県 5.3 6.5 5.9 7.1 8.7 8.0 9.0 11.9 10.5 
茨城県 5.7 7.4 6.6 6.9 8.8 7.9 7.9 10.6 9.2 
樹木県 5.4 7.0 6.2 6.7 8.6 7.7 8.0 10.6 9.3 
群馬県 5.5 6.7 6.1 7.2 8.6 7.9 9.7 11.2 10.0 
埼玉県 4.8 6.2 5.5 4.5 5.8 5.1 5.2 7.1 6.2 I 
千葉県 5.5 7.3 6.4 5.4 7.2 6.3 5.8 8.1 7.0 I 
東京都 3.2 4.4 3.8 4.6 5.8 5.2 6.6 8.9 7.7 
神奈川 県 3.7 5.0 4.4 4.0 5.4 4.7 5.4 7.4 6.4 
新湯県 5.4 7.1 6.2 7.1 9.0 8.1 9.5 12.7 11.2 
富 山 県 5.2 6.9 6.1 7.2 8.8 8.1 9.6 12.6 11. 2 
石川 県 5.8 7.6 6.8 7.2 9.0 8.2 9.0 12.0 10.5 
福井県 6.5 7.9 7.2 8.3 9.6 9.0 10.0 12.9 11.5 
山梨県 6.2 7.7 6.9 8.1 9.8 9.0 10.0 13.1 11.6 I 
長野県 6.5 7.8 7.2 8.7 10.1 9.4 10.6 13.6 12.1 ! 
岐車県 6.3 6.9 6.6 7.5 8.2 7.9 8.8 10.6 9.7 I 
静岡 県 5.3 6.5 5.9 6.3 7.8 7.1 7.8 10.3 9.1 I 
愛知県 4.7 5.7 5.2 5.1 6.3 5.7 6.4 8.4 7.4 
ニ重県 6.6 7.6 7.2 8.3 9.6 9.0 9.6 12.5 11.1 
識賀県 6.7 8.3 7.6 8.0 9.7 8.9 8.5 11.5 10.0 
京都府 5.5 7.2 6.3 7.1 8.7 7.9 8.7 11.6 10.2 
大阪府 3.6 4.9 4.3 4.5 5.8 5.2 6.1 8.4 7.2 
兵庫県 5.0 6.3 5.7 6.2 7.7 6.9 8.0 10.4 9.2 
奈良県 5.9 7.5 6.7 7.2 8.7 8.0 7.g 10.7 9.3 
和歌山 県 6.6 7.9 7.3 8.4 10.0 9.2 10.1 13.3 11.8 
鳥取県 6.8 8.5 7.7 8.9 10.9 9.9 10.5 14.0 12.3 
島根県 7.7 9.1 8.4 10.7 11.8 11.2 1.9 15.3 13.7 
岡 山 県 7.1 8.0 7.5 9.1 10.3 9.7 10.5 13.3 11.9 
広島県 6.5 7.7 7.1 7.4 9.0 8.2 8.8 11.5 10.2 
山 ロ 県 6.2 7.3 6.8 8.5 9.6 9.1 10.2 12.9 11.6 
徳島県 7.0 7.9 7.5 9.1 10.1 9.6 10.5 13.4 12.1 
香川 県 6.9 8.0 7.5 8.9 10.1 9.6 10.4 13.3 11.9 
愛媛県 6.7 7.7 7.2 8.9 9.8 9.4 10.2 12.8 11.6 I 
高知県 7.8 9.1 8.5 10.6 12.2 11.4 11.3 14.8 13.1 
福岡 県 4.5 5.8 5.2 6.6 7.9 7.3 8.0 10.6 9.4 
佐賀県 5.6 7.0 6.3 8.5 9.9 9.3 10.1 13.3 11.8 
長崎県 5.0 6.5 5.8 7.4 8.9 8.2 9.2 12.0 10.7 
熊本県 6.3 7.4 6.8 8.7 10.0 9.4 10.2 13.1 11.7 
大分県 6.7 7.5 7.1 9.1 9.9 9.5 10.4 12.9 11.7 
宮崎県 5.5 6.4 6.0 7.9 8.9 8.5 9.1 11.7 10.5 
鹿児島県 6.3 8.0 7.2 9.1 10.9 10.1 10.9 14.3 12.7 
沖縄 県 一 一 5.1 8.0 6.6 5.8 9.6 7.8 
全 国 5.1 6.4 5.7 6.3 7.8 7.1 7.8 10.3 9.1 I 
(%) 
70 
である。町部では高い地域は高知県 (72.7%)，岡山県(68.6 % ) ，島根県(68.3 % )で，低い地
域は大阪府(25.5 % ) ，埼玉県(25.6 % ) ，愛知県(27.0 % )であり，最高値と最低値の差は 47.2


























人口率を y，D 1 D人口率を sとした回帰直線
は y= 1 3.4 3 -O. 70 6 6 x
(γ= -0.741 ) 
で表わせる O この回帰直線を用いて，昭和55年
の理論値と実績値を都道府県別に比較したもの





人 口 DID 第 2次第3次
産業就産業就
密度人口率業者率業者率
昭和35年 -0.519 -0.631 -0.378 -0.474 
昭和45年 -0.561 -0.694 -0.305 -0.346 

















4.0% 12.4 % 
平均以下 平均以上 平均以下 平均以上









































5.7% ) ，昭和45年14位(9.0 %，全国
















































男 女 計 男 女 計 男 女
4.9 5.8 5.4 6.7 7.7 7.2 8.8 11.1 
5.2 6.7 6.0 7.1 8.2 7.7 8.5 10.9 
6.2 7.3 6.7 8.3 9.3 8.8 10.0 12.8 
7.8 9.4 8.8 10.1 11.8 11.0 1.7 15.7 
6.4 8.2 7.3 9.2 10.8 10.1 11.1 14.3 
6.4 7.7 7.1 8.4 9.6 9.0 10.9 14.0 
5.9 7.2 6.6 7.2 8.4 7.8 8.9 11.2 
7.8 10.1 9.0 10.6 12.2 11.4 12.8 17.4 
6.3 7.9 7.1 8.0 9.2 8.6 10.6 13.9 
6.6 8.6 7.6 5.1 6.9 6.0 10.6 11.5 
6.9 8.3 7.6 9.0 10.0 9.5 10.7 13.4 
7.6 自.0 8.3 10.1 11.1 10.6 12.1 15.8 
6.6 9.4 8.0 10.4 12.2 11.6 13.2 17.0 
8.9 10.5 9.7 10.6 12.8 11.7 11.0 15.3 
7.9 9.8 8.9 10.3 12.0 11.2 11.9 15.6 
8.9 11.3 10.1 12.2 13.9 13.1 14.1 17.9 























福井市 1 0 大野書官 瞳覇防以上敦賀市 1 1 板井榔
武生市 1 2 今立君事 慰霊習ト12%繍
小浜市 1 3 南条書官 ヒコ刊大野市 1 4 丹性君事
m山市 1 5 三方m 仁コ 8%未満
足羽君事 1 6 遺般書官

















第 l次 第 2次 第 3次 計
同
全体 27.1 3.7 5.3 7.5 
男性 33.5 4.6 6.0 8.3 





増加傾向にあり，昭和57年から58年への人口増減率をみても自然、増加率 0.57%，社会減少率 0.04% 
74 






Pmi =Qm， -5・Sm，i -5 
Pji=Qj， i-5o Sj， i-5 
表-5 福井県の人口増減率の推移伺
( iチo) 
( iチ0) J 
(a) 昭和65年
年度
835- 840- 845- 850~ I 
840 845 850 855 
自然増加率 4.0 3.7 4.7 3.7 
社会増減率 ム4.3 ム4.6 ム0.8 6. 1. 0 
人口増減率 ム0.3 ム0.8 3.9 2.7 
表-!6 福井県の社会移動数(昭和55年)(人)
男 女 五十 (b) 昭和70年
|総 数 ム2，416 ム2，538 6. 4，954 
。-4 79 51 130 
5 - 9 54 57 111 
10 - 14 ム 14 A 33 ム 47 
15 - 19 6. 2，124 6.1，879 ム4，003
20 -24 6. 690 6. 445 ム1，135
25 -29 211 ム 176 35 
30 - 34 60 A 70 ム 130
35 - 39 42 ム 15 27 (c) 昭和75年
40 -44 ム 2 ム 20 ム 22 
45 -49 ム 17 ム 46 ム 63 
50 - 54 A 6 ム 5 
55 - 59 17 A 22 ム 5 
60 - 64 ム 8 ム 16 ム 34 
65 - 69 ム 18 A 24 ム 42 
70 - 74 ム 4 ム 4 ム 8 
75 - 89 。ム 16 ム 14 
80 - 84 ム 3 ム 16 ム 19 










Smi • Sfi: 5年間生存率(昭和5年全国平均生存率の 5乗)
b i 5年間出生率(昭和55年全国出生率の 5倍， l 15， 20，・・・ 45) 
• 80。ただし =80の








18.85 %，厚生省人口問題研究所 19.18 % )がみ
られるが，全国値(15.6 % )より依然高い値を示し
ていて，福井県の高齢者問題の困難さを表わすもの

























第 lに，福井市全体の高齢化の現況であるが，図-11に示すような人口構成となっている O 昭和
55年の福井県全体(11.5 % )の高齢者人口率と比較すると福井市(10.0 % )の方が低いが，全国市
部平均(8. 2 ~も)と比較すると福井市の方が高くなっているO また，福井市の総人口は昭和35年か
ら55年の20年間で約1.6倍の伸びを示しているのに対して，高齢者人口は約 3倍の伸びを示してい
るO さらに，昭和65年の高齢者人口率を線形凪帰直線・指数曲線・ 2次曲線を用いて時系列分析を






835 845 855 865 回 帰 式 相関係数
実績値 5.4 7.2 10.0 一
5.1 7.4 9.8 12.1 y ー 3.17+ 0.24 x R = 0.990 
理論値 5.4 7.2 10.1 14.1 y = 7.87 -O. 27 x + 0.0 0 6 x2 R = 0.999 
5.3 7.2 13.7 
♂ 














































































































































(1) わが国の高齢化社会の特徴は，高齢化の進展が急激かっ急速であるということである O 現在，
高齢者人口率がわが国より高い欧米諸国を追い越し，なおも進展を続けるという予想がされているO
(2) 高齢化の進展は地域により大きな差異がみられる O 農村地域と都市地域では，農村地域の方が
高齢者人口率は断然高く，都市地域より 20年程先行しているO 都道府県別にみると，高齢者人口率
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